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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル酸および／またはその塩を主成分とする単量体を重合してなり内部架橋構造を
有するとともに有機二次架橋剤により表面架橋されてなる吸水性樹脂の表面に、多価金属
原子、および、多価金属原子に配位しうる配位子であって水以外の配位子が存在してなる
、表面処理された吸水性樹脂。
【請求項２】
　前記多価金属原子に前記配位子を配位させると、当該多価金属原子を中心原子とする錯
体となりうる、請求項１に記載の表面処理された吸水性樹脂。
【請求項３】
　前記配位子は、前記多価金属原子と水よりも強い結合力の配位結合を形成し得る配位子
である、請求項１または２に記載の表面処理された吸水性樹脂。
【請求項４】
　前記配位子は、ＯＨ基を有する配位子、ＣＯ３基を有する配位子、ＳＯ３基を有する配
位子、有機酸、キレート配位化合物、ハロゲンからなる群より選ばれる少なくとも１種で
ある、請求項１から３までのいずれかに記載の表面処理された吸水性樹脂。
【請求項５】
　多価金属原子抽出率が８０質量％以下である、請求項１から４までのいずれかに記載の
表面処理された吸水性樹脂。
＜多価金属原子抽出率＞
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　抽出操作Ａ；２６０ｍｌの容量のポリプロピレン製ビーカーに吸水性樹脂１．０ｇを秤
取し、抽出液（Ａ）（生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ水溶液）１９０．０ｇおよび２
Ｎの塩酸１０．０ｇ）を加え、室温下で３０分間攪拌し、攪拌後、上澄み液をクロマトデ
ィスクでろ過し、ろ液をプラズマ発光分光分析器で分析することにより、溶液中の多価金
属濃度（抽出操作Ａによる値）を求め、この多価金属濃度に基づき、下式１で、吸水性樹
脂から抽出される抽出多価金属原子の割合（抽出多価金属原子（質量％））を算出する。
　抽出操作Ｂ；抽出液（Ａ）を抽出液（Ｂ）（生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ水溶液
）２００．０ｇ）に変更して、抽出操作Ａと同様の操作を行い、溶液中の多価金属濃度（
抽出操作Ｂによる値）を求め、この多価金属濃度に基づき、下式１で、吸水性樹脂から抽
出される抽出多価金属原子の割合（抽出多価金属原子（質量％））を算出する。
　　式１；抽出多価金属原子（質量％）＝溶液中の多価金属濃度（質量％）×２００
　次に、抽出操作Ａと抽出操作Ｂの結果を比較して、抽出多価金属原子（質量％）の大き
い方の結果を採用し、採用した抽出多価金属原子（質量％）から、下式２に従って、多価
金属原子抽出率（質量％）を算出する。
　　式２；多価金属原子抽出率（質量％）＝［抽出多価金属原子（質量％）／吸水性樹脂
中の多価金属原子（質量％）］×１００
　なお、式２における、吸水性樹脂中の多価金属原子（質量％）は下式３で求められる。
　　式３；吸水性樹脂中の多価金属原子（質量％）＝［吸水性樹脂中の多価金属原子量（
 ｇ ） ／吸水性樹脂量（ｇ）］×１００
【請求項６】
　前記多価金属原子は、３価または４価の多価金属原子である、請求項１から５までのい
ずれかに記載の表面処理された吸水性樹脂。
【請求項７】
　無加圧下吸収倍率（ＣＲＣ）が２４（ｇ／ｇ）以上であり、食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ
）が３０～２０００（×１０－７ｃｍ３ ・ｓ／ｇ）である、請求項１から６までのいず
れかに記載の表面処理された吸水性樹脂。
【請求項８】
　Ａｒイオン放電研磨およびＥＳＣＡによる表面多価金属濃度測定による、多価金属原子
／炭素比率の最大値がスパッタ時間２０３秒以内にある、請求項１から７までのいずれか
に記載の表面処理された吸水性樹脂。
【請求項９】
　有機二次架橋剤が多価アルコールである、請求項１から８までのいずれかに記載の表面
処理された吸水性樹脂。
【請求項１０】
　有機二次架橋剤による表面架橋処理が１５０℃以上２５０℃以下の加熱処理により行わ
れる、請求項１から９までのいずれかに記載の表面処理された吸水性樹脂。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面処理された吸水性樹脂に関する。詳しくは、吸水性樹脂の表面に多価金
属原子を有する、表面処理された吸水性樹脂に関する。
【背景技術】
【０００２】
　紙おむつ、生理用ナプキン、失禁パッド等の衛生材料には、体液を吸収させることを目
的として、パルプ等の親水性繊維と吸水性樹脂とをその構成材料とする吸水体（吸収体と
いうこともある）が幅広く利用されている。
　近年、これら衛生材料は、高機能かつ薄型化が進み、衛生材料一枚あたりの吸水性樹脂
の使用量や、吸水性樹脂と親水性繊維とからなる吸水体全体に対する吸水性樹脂の比率が
増加する傾向にある。つまり、かさ比重の小さい親水性繊維を少なくし、吸水性に優れ且
つかさ比重の大きい吸水性樹脂を多く使用することにより、吸水体中における吸水性樹脂



(3) JP 5386517 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

の比率を高め、吸水量を低下させることなく衛生材料の薄型化を図っている。
【０００３】
　しかしながら、このように親水性繊維の比率を低くし、吸水性樹脂の比率を高めた衛生
材料は、単純に液体を貯蔵するという観点からは好ましいが、実際のおむつ等としての使
用状況における液体の分配、拡散を考えた場合には、むしろ問題が生じてくる。例えば、
吸水性樹脂は多量の吸水（吸湿）により柔らかいゲル状となり、衛生材料中の液の拡散性
（荷重下でのゲルの液透過性）やゲル取扱い性が著しく低下するというゲルブロッキング
を引き起こすという問題がある。このような問題を避け、吸水体の吸収性能（吸水性能と
いうこともある）を維持するためには、親水性繊維と吸水性樹脂との比率はおのずと制限
され、衛生材料の薄型化にも限界が生じていた。
【０００４】
　そこで、上記ゲルブロッキングを防ぐ手段として、吸水性樹脂に金属化合物（特に多価
金属化合物）を添加する技術が報告されている。具体的には、硫酸アルミニウムなどの金
属化合物（金属塩）の粉末を吸水性樹脂に添加した後さらに水を添加する技術がある（例
えば、特許文献１および２参照。）。ところが、このような技術では、添加した金属化合
物が溶解して内部に浸透してしまうため、結果としてゲルブロッキングの問題が解消され
通液性や液拡散性等に優れたものとなったとしても、十分な無加圧下吸収倍率や加圧下吸
収倍率を発現することはできず、所望の吸収（吸水）性能を発揮できないという問題があ
った。
【０００５】
　そこで、このような問題を解消する手段として、前記金属塩を粉末状ではなく一旦溶解
させた状態で吸水性樹脂に添加し、その後乾燥して樹脂表面近傍に局在させる技術が報告
されている（例えば、特許文献３参照。）。この技術においては、特定の多価金属原子に
着目し、その金属塩（金属化合物）を用いるようにしている。
　また、吸水性樹脂は、水性液体に接した際に高い吸収倍率を示すが、そのような吸水特
性のため、空気中の水分も吸収（吸湿）し、吸水性樹脂粒子同士が凝集し、粉体としての
流動性を失うというブロッキング現象を引き起こす。このブロッキング現象（吸湿ブロッ
キング現象）は、吸水性樹脂の製造時や、吸水性樹脂を用いる紙おむつ等の衛生材料の製
造時に、ホッパーやラインの途中でブロッキングを引き起こしたり装置に付着したりして
、取扱い性を大きく低下させ、安定な製造ができないという問題点が知られている。そこ
で、このようなブロッキング現象（吸湿ブロッキング現象）を解消するための手段として
、吸水性樹脂に無機化合物を添加する試みが知られている。
【０００６】
　例えば、目開き３００μｍの篩を通過する割合が約６０重量％である吸水性樹脂に無機
粉体を混合する方法（例えば、特許文献４参照。）、多価金属塩と吸水性樹脂との混合物
に水を付与させてなる水不溶性吸水性樹脂組成物（例えば、特許文献１参照。）、吸水性
樹脂に多価金属塩を含む水を散布する製造方法（例えば、特許文献５参照。）、粒度が５
～５００μｍの吸水性樹脂表面に多価金属塩を含んだ水を添加・加熱処理されてなる、改
質された吸水性樹脂（例えば、特許文献６参照。）、表面架橋された吸水性樹脂に無機塩
が溶解している水を添加して得られた、改質された吸水性樹脂（例えば、特許文献７参照
。）、多価金属化合物を吸水性樹脂に添加してなる吸水剤であって、吸水後に、吸水剤の
表面近傍に多価金属が局在する吸水剤（例えば、特許文献３参照。）などが挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開昭６１－２５７２３５号公報
【特許文献２】特表２００１－５２３２８９号公報
【特許文献３】特開２００１－９６１５１号公報
【特許文献４】特表２００２－５２３５２６号公報
【特許文献５】特開昭６２－７７４５号公報
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【特許文献６】特開昭６１－４６２４１号公報
【特許文献７】特開平９－１２４８７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、このような技術では、ゲルブロッキングの問題や、無加圧下吸収倍率や
加圧下吸収倍率についての問題はある程度解消されるものの、加圧下通液性が十分と言え
るレベルではなく問題となっていた。
　そこで、本発明が解決しようとする課題は、ゲルブロッキングの問題を十分に解消でき
、十分な無加圧下吸収倍率および加圧下吸収倍率を発現できるとともに、優れた加圧下通
液性をも発揮でき、非常に低レベルの吸湿ブロッキング性を示すために吸湿時の取扱い性
にも優れる、吸水性樹脂を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、上記課題を解決するべく鋭意検討を行った。その過程において、まず、吸
水性樹脂表面に金属を局在させるにあたっては、前述した吸水性樹脂の内部に容易に浸透
してしまうものではなく、隣り合う樹脂との間隔を適度に保持し得る大きさを有し、しか
も添加時に樹脂内部に浸透しにくく、効率的に樹脂表面に存在し得るものを選択して用い
るべきであると考え、各種金属化合物の中でも、多価金属原子を中心原子とする錯体に着
目し、これで吸水性樹脂を表面処理することを考えた。このような多価金属原子の錯体で
あれば、前述した適度な大きさを有するとともに、そのまま（多価金属原子と配位子の状
態）かあるいはその変性物（樹脂との反応物等）の状態で、効率的に樹脂表面に存在する
ことができる、と推測したのである。上記錯体の使用に加え、本発明者は、さらに吸水性
樹脂そのものが表面架橋されていることが重要であると考えた。そして、実際に、吸水性
樹脂の表面を架橋処理するとともに、上記多価金属原子の錯体を一旦溶解させて吸水性樹
脂に添加混合し表面処理したところ、驚くべきことに、ゲルブロッキングの問題を十分に
解消でき、無加圧下および加圧下のいずれの吸収倍率に関しても十分な吸収特性を示すと
ともに、優れた加圧下通液性を発現し得る吸水性樹脂となることを見出し、上記課題を一
挙に解決できることを確認して、本発明を完成した。
【００１１】
　したがって、本発明にかかる表面処理された吸水性樹脂は、アクリル酸および／または
その塩を主成分とする単量体を重合してなり内部架橋構造を有するとともに有機二次架橋
剤により表面架橋されてなる吸水性樹脂の表面に、多価金属原子、および、多価金属原子
に配位しうる配位子であって水以外の配位子が存在してなることを特徴とする。
　本発明にかかる表面処理された吸水性樹脂は、上記において、多価金属原子抽出率が８
０質量％以下であることができる。ここで、多価金属原子抽出率の測定方法は後述する。
【００１２】
　なお、吸水性樹脂を水溶液状態の多価金属カチオンで処理し、樹脂表面近傍に多価金属
とカルボキシル基とのイオン結合を形成させるという技術（例えば、特表２００２－５３
９２８１号公報参照。）が既に報告されているが、このような技術においては、吸水性樹
脂に吸収されたカチオンに由来する多価金属原子とカルボキシル基との間に形成されたイ
オン結合は、可逆的に解離しやすいので、該イオン結合は、実際には樹脂表面近傍に存在
するわけではなく、樹脂内部に浸透することになると考えられる。よって、上記本発明の
吸水性樹脂のごとく、隣り合う樹脂との間隔を適度に保持する性能は十分には発揮されず
、通液性、液拡散性および取扱い性には劣るものとなる。また、水溶液状態のカチオンは
、カルボキシル基との静電的引力の影響も重なり、吸水性樹脂の内部に広く吸収されて浸
透しすいため、吸水性樹脂内部全体において必要以上の架橋的効果がもたらされ、その結
果、無加圧下吸収倍率が大きく低下するという問題もある。
【発明の効果】
【００１３】
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　本発明によれば、ゲルブロッキングの問題を十分に解消でき、十分な無加圧下吸収倍率
および加圧下吸収倍率を発現できるとともに、優れた加圧下通液性をも発揮でき、非常に
低レベルの吸湿ブロッキング性を示すために吸湿時の取扱い性にも優れる、吸水性樹脂を
提供することができる。
 
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）を測定する装置を示す概略図である。
【図２】吸水性樹脂（７）のＡｒイオン放電研磨およびＥＳＣＡによる表面多価金属濃度
測定によるスパッタ時間と多価金属（Ｚｒ）原子／炭素比率の関係を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明にかかる表面処理された吸水性樹脂、ならびに、本発明にかかる表面処理
された吸水性樹脂の製造方法について詳しく説明するが、本発明の範囲はこれらの説明に
拘束されることはなく、以下の例示以外についても、本発明の趣旨を損なわない範囲で適
宜変更実施し得る。
　まず、本発明における吸水性樹脂（原料として用いる吸水性樹脂）や多価金属原子を中
心原子とする錯体（多価金属錯体）について説明し、引き続き、本発明にかかる表面処理
された吸水性樹脂の製造方法および本発明にかかる表面処理された吸水性樹脂について説
明する。
【００１６】
　〔吸水性樹脂〕
　本発明における吸水性樹脂（原料として用いる吸水性樹脂）は、親水性単量体を重合し
て得ることができる水不溶性水膨潤性ヒドロゲル形成性重合体であって、少なくとも生理
食塩水の吸収倍率が１０ｇ／ｇ以上あり、好ましくは球状あるいは不定形の粒子形状のも
のである。
　水不溶性水膨潤性ヒドロゲル形成性重合体の具体例としては、部分中和架橋ポリアクリ
ル酸重合体（米国特許第４６２５００１号明細書、同第４６５４０３９号明細書、同第５
２５０６４０号明細書、同第５２７５７７３号明細書、欧州特許第４５６１３６号明細書
）、架橋され部分的に中和された澱粉－アクリル酸グラフトポリマー（米国特許第４０７
６６６３号明細書）、イソブチレン－マレイン酸共重合体（米国特許第４３８９５１３号
明細書）、酢酸ビニル－アクリル酸共重合体のケン化物（米国特許第４１２４７４８号明
細書）、アクリルアミド（共）重合体の加水分解物（米国特許第３９５９５６９号明細書
）、アクリロニトリル重合体の加水分解物（米国特許第３９３５０９９号明細書）等が挙
げられるが、本発明における吸水性樹脂は、アクリル酸および／またはその塩（アクリル
酸とアクリル酸塩から選ばれる少なくとも１種）を主成分とする単量体を重合して得られ
るポリアクリル酸（塩）系架橋重合体である。
【００１７】
　ポリアクリル酸（塩）系架橋重合体とは、アクリル酸および／またはその塩を全単量体
中に５０モル％以上含み、好ましくは７０モル％以上含み、より好ましく９０％以上含む
単量体を重合して得られる架橋重合体である。
　ポリアクリル酸（塩）系架橋重合体中の酸基は、その５０～９０モル％が中和されてい
ることが好ましく、６０～８０モル％が中和されていることがより好ましい。中和により
形成する塩としては、ナトリウム、カリウム、リチウム等のアルカリ金属塩、アンモニウ
ム塩、アミン塩などを例示することができる。塩を形成させるための吸水性樹脂の中和は
、重合前に単量体の状態で行っても良いし、あるいは重合途中に行っても良いし、重合後
に重合体の状態で行っても良いし、それらを併用してもよい。
【００１８】
　本発明における吸水性樹脂（ポリアクリル酸（塩）系架橋重合体）は、主成分として用
いられる単量体（アクリル酸および／またはその塩）とともに、必要により他の単量体を
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併用して共重合させたものであってもよい。
　他の単量体の具体例としては、メタクリル酸、マレイン酸、ビニルスルホン酸、スチレ
ンスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、２－（メ
タ）アクリロイルエタンスルホン酸、２－（メタ）アクリロイルプロパンスルホン酸など
のアニオン性不飽和単量体およびその塩；アクリルアミド、メタアクリルアミド、Ｎ－エ
チル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロ
ピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、２－ヒドロキ
シエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、メトキ
シポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）
アクリレート、ビニルピリジン、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－アクリロイルピペリジン、
Ｎ－アクリロイルピロリジンなどのノニオン性の親水基含有不飽和単量体；Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリ
レート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミ
ノプロピル（メタ）アクリルアミドおよびそれらの四級塩などのカチオン性不飽和単量体
；などを挙げることができる。他の単量体は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用
しても良い。
【００１９】
　これら他の単量体の使用量は、全単量体中０～３０モル％が好ましく、より好ましくは
０～１０モル％である。
　本発明における吸水性樹脂は、内部架橋構造を有する架橋重合体である。
　本発明における吸水性樹脂に内部架橋構造を導入する方法としては、架橋剤を使用しな
い自己架橋によって導入する方法や、２個以上の重合性不飽和基あるいは２個以上の反応
性基を有する内部架橋剤を共重合または反応させて導入する方法等を例示できる。好まし
くは、内部架橋剤を共重合または反応させて導入する方法である。
　内部架橋剤の具体例としては、例えば、Ｎ，Ｎ´－メチレンビス（メタ）アクリルアミ
ド、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメ
チロールプロパンジ（メタ）アクリレート、グリセリントリ（メタ）アクリレート、グリ
セリンアクリレートメタクリレート、エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパント
リ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソ
シアヌレート、トリアリルホスフェート、トリアリルアミン、ポリ（メタ）アリロキシア
ルカン、（ポリ）エチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセロールジグリシジル
エーテル、エチレングリコール、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、グリ
セリン、ペンタエリスリトール、エチレンジアミン、ポリエチレンイミン、グリシジル（
メタ）アクリレートなどを挙げることができる。これらの内部架橋剤は、１種のみ用いて
も良いし、２種以上を併用しても良い。得られる吸水性樹脂の吸収特性などから、２個以
上の重合性不飽和基を有する内部架橋剤を必須に用いることが好ましい。
【００２０】
　内部架橋剤の使用量は、全単量体に対して、０．００５～３モル％が好ましく、より好
ましくは０．０１～１．５モル％である。
　重合に際しては、澱粉－セルロース、澱粉－セルロースの誘導体、ポリビニルアルコー
ル、ポリアクリル酸（塩）、ポリアクリル酸（塩）架橋体等の親水性高分子や、次亜リン
酸（塩）等の連鎖移動剤を添加してもよい。
　本発明における吸水性樹脂を得るために、アクリル酸および／またはその塩を主成分と
する単量体を重合するに際しては、バルク重合、逆相懸濁重合、沈澱重合を行うことも可
能であるが、性能面や重合の制御の容易さから、単量体を水溶液として、水溶液重合を行
うことが好ましい。水溶液重合の方法は、例えば、米国特許第４６２５００１号明細書、
同４７６９４２７号明細書、同４８７３２９９号明細書、同４０９３７７６号明細書、同
４３６７３２３号明細書、同４４４６２６１号明細書、同４６８３２７４号明細書、同４
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６９０９９６号明細書、同４７２１６４７号明細書、同４７３８８６７号明細書、同４７
４８０７６号明細書、欧州特許第１１７８０５９号明細書などに記載されている。
【００２１】
　重合を行うにあたり、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、ｔ－
ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化水素、２，２´－アゾビス（２－アミジノプロパ
ン）二塩酸塩等のラジカル重合開始剤、紫外線や電子線などの活性エネルギー線等を用い
ることができる。また、ラジカル重合開始剤を用いる場合、亜硫酸ナトリウム、亜硫酸水
素ナトリウム、硫酸第一鉄、Ｌ－アスコルビン酸等の還元剤を併用してレドックス重合と
しても良い。
　ラジカル重合開始剤の使用量は、全単量体に対して、０．００１～２モル％が好ましく
、より好ましくは０．０１～０．５モル％である。
【００２２】
　上記重合により得られた吸水性樹脂の形状は、一般には、不定形破砕状、球状、繊維状
、棒状、略球状、偏平状等であるが、本発明における吸水性樹脂は粒子状が望ましく、乾
燥後に粉砕して得られるような不定形破砕状のものを用いると、本発明の効果がより大き
くなるので好ましい。
　本発明における吸水性樹脂（内部架橋構造を有する）の無加圧下吸収倍率は、２５～４
０ｇ／ｇであることが好ましく、より好ましくは２６～３８ｇ／ｇ、さらに好ましくは２
８～３６ｇ／ｇである。無加圧下吸収倍率が上記範囲内であれば、例えば、後述する表面
処理によって、加圧下通液性に優れる吸水性樹脂を容易に得ることができるなどの効果が
得られる。無加圧下吸収倍率が２５ｇ／ｇ未満であると、吸収性能の面で劣るものとなる
おそれがあり、４０ｇ／ｇを超えると、加圧下通液性に劣るものとなるおそれがある。
【００２３】
　本発明における吸水性樹脂は、表面架橋されてなるもの、すなわち、その表面近傍にさ
らなる架橋構造を有するものであってもよい。具体的には、本発明における吸水性樹脂は
、後述するように、水性液の存在下で多価金属を中心原子とする錯体と混合する前に（詳
しくは「吸水性樹脂を水性液の存在下におく前に」を意味する。）、予め表面架橋がなさ
れているものであってもよい。
　上記の表面架橋（予め行っておく表面架橋）の際に用い得る表面架橋剤（有機二次架橋
剤）としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコ
ール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ポリエチレングリコール、
１，３－プロパンジオール、ジプロピレングリコール、２，２，４－トリメチル－１，３
－ペンタンジオール、ポリプロピレングリコール、グリセリン、ポリグリセリン、２－ブ
テン－１，４－ジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－
ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，２－シクロヘキサンジメタノール、
１，２－シクロヘキサノール、トリメチロールプロパン、ジエタノールアミン、トリエタ
ノールアミン、ポリオキシプロピレン、オキシエチレン－オキシプロピレンブロック共重
合体、ペンタエリスリトール、ソルビトール等の多価アルコール化合物；エチレングリコ
ールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセロー
ルポリグリシジルエーテル、ジグリセロールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロール
ポリグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピレン
グリコールジグリシジルエーテル、グリシドール等のエポキシ化合物；エチレンジアミン
、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ペンタ
エチレンヘキサミン、ポリエチレンイミン等の多価アミン化合物や、それらの無機塩ない
し有機塩（例えば、アゼチジニウム塩等）；２，４－トリレンジイソシアネート、ヘキサ
メチレンジイソシアネート等の多価イソシアネート化合物；１，２－エチレンビスオキサ
ゾリン等の多価オキサゾリン化合物；１，３－ジオキソラン－２－オン、４－メチル－１
，３－ジオキソラン－２－オン、４，５－ジメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、
４，４－ジメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－エチル－１，３－ジオキソラ
ン－２－オン、４－ヒドロキシメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、１，３－ジオ
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キサン－２－オン、４－メチル－１，３－ジオキサン－２－オン、４，６－ジメチル－１
，３－ジオキサン－２－オン、１，３－ジオキソパン－２－オン等のアルキレンカーボネ
ート化合物；エピクロロヒドリン、エピブロムヒドリン、α－メチルエピクロロヒドリン
等のハロエポキシ化合物、および、その多価アミン付加物（例えばハーキュレス製カイメ
ン：登録商標）；γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルト
リエトキシシラン等のシランカップリング剤；３－メチル－３－オキセタンメタノール、
３－エチル－３－オキセタンメタノール、３－ブチル－３－オキセタンメタノール、３－
メチル－３－オキセタンエタノール、３－エチル－３－オキセタンエタノール、３－ブチ
ル－３－オキセタンエタノール、３－クロロメチル－３－メチルオキセタン、３－クロロ
メチル－３－エチルオキセタン、多価オキセタン化合物などのオキセタン化合物；等が挙
げられる。表面架橋剤は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。これら
表面架橋剤の中でも、安全性が高く、吸水性樹脂表面の親水性を向上させる点で、多価ア
ルコールが好ましい。多価アルコールを使用することで、吸水性樹脂表面と多価金属錯体
との馴染みが良くなり、多価アルコール残基と多価金属錯体表面との相互作用により吸水
性樹脂表面に多価金属錯体（より詳細には、多価金属原子、多価金属原子に配位しうる配
位子であって水以外の配位子）および／またはその変性物（吸水性樹脂と多価金属錯体と
の反応物等）をより均一に存在させることが可能となる。
【００２４】
　上記表面架橋剤の使用量は、吸水性樹脂の固形分１００質量部に対して０．００１～５
質量部が好ましい。
　上記表面架橋剤と吸水性樹脂との混合の際には水を用いてもよい。水の使用量は、吸水
性樹脂の固形分１００質量部に対して、０．５質量部を越え、１０質量部以下が好ましく
、１質量部～５質量部の範囲内がより好ましい。
　表面架橋剤やその水溶液を混合する際には、親水性有機溶媒や第三物質を混合助剤とし
て用いてもよい。
　親水性有機溶媒としては、例えば、メチルアルコール、エチルアルコール、ｎ－プロピ
ルアルコール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、イソブチルアルコール
、ｔ－ブチルアルコール等の低級アルコール類；アセトン等のケトン類；ジオキサン、テ
トラヒドロフラン、メトキシ（ポリ）エチレングリコール等のエーテル類；ε－カプロラ
クタム、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド等のアミド類；ジメチルスルホキシド等のスルホ
キシド類；エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、トリエ
チレングリコール、テトラエチレングリコール、ポリエチレングリコール、１，３－プロ
パンジオール、ジプロピレングリコール、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジ
オール、ポリプロピレングリコール、グリセリン、ポリグリセリン、２－ブテン－１，４
－ジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオ
ール、１，６－ヘキサンジオール、１，２－シクロヘキサンジメタノール、１，２－シク
ロヘキサノール、トリメチロールプロパン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン
、ポリオキシプロピレン、オキシエチレン－オキシプロピレンブロック共重合体、ペンタ
エリスリトール、ソルビトール等の多価アルコール類；等が挙げられる。親水性有機溶媒
は、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
【００２５】
　親水性有機溶媒の使用量は、吸水性樹脂の種類や粒径、含水率等にもよるが、吸水性樹
脂の固形分１００質量部に対して、１０質量部以下の範囲が好ましく、５質量部以下の範
囲内がより好ましい。
　第三物質としては、例えば、欧州特許第０６６８０８０号明細書に示された無機酸、有
機酸、ポリアミノ酸等が挙げられる。
　これらの混合助剤（親水性有機溶媒や第三物質）は表面架橋剤として作用してもよいが
、表面架橋後に吸水性樹脂の吸水性能を低下させないものが好ましい。沸点が１５０℃未
満の揮発性アルコール類を用いると表面架橋処理時に揮発してしまい、残存物が残らない
。
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【００２６】
　吸水性樹脂と表面架橋剤とを均一に混合するため、非架橋性の水溶性無機塩基類（好ま
しくは、アルカリ金属塩、アンモニウム塩、アルカリ金属水酸化物、および、アンモニア
あるいはその水酸化物）や、非還元性アルカリ金属塩ｐＨ緩衝剤（好ましくは、炭酸水素
塩、リン酸二水素塩、リン酸水素塩等）を、吸水性樹脂と表面架橋剤とを混合する際に共
存させても良い。これら非架橋性の水溶性無機塩基類や非還元性アルカリ金属塩ｐＨ緩衝
剤の使用量は、吸水性樹脂の種類や粒径等にもよるが、吸水性樹脂の固形分１００質量部
に対して、０．００５～１０質量部の範囲内が好ましく、０．０５～５質量部の範囲内が
より好ましい。
【００２７】
　吸水性樹脂と表面架橋剤とを混合する方法は、限定されないが、例えば、吸水性樹脂を
親水性有機溶剤に浸漬し、必要に応じて水および／または親水性有機溶媒に溶解させた表
面架橋剤を混合する方法、吸水性樹脂に直接、水および／または親水性有機溶媒に溶解さ
せた表面架橋剤を噴霧若しくは滴下して混合する方法等が例示できる。
　吸水性樹脂と表面架橋剤とを混合した後には、通常、加熱処理を行い、架橋反応を遂行
させる。加熱処理温度は、用いる表面架橋剤にもよるが、４０℃以上２５０℃以下が好ま
しく、１５０℃以上２５０℃以下がより好ましく、１６０℃以上２２０℃以下がさらに好
ましい。加熱処理温度が４０℃未満の場合には、加圧下吸収倍率等の吸収特性が十分に改
善されない場合がある。加熱処理温度が２５０℃を越える場合には、吸水性樹脂の劣化を
引き起こし、性能が低下する場合があり注意を要する。加熱処理時間は１分～２時間が好
ましく、より好ましくは５分～１時間である。
【００２８】
　本発明における吸水性樹脂の粒径や粒径分布に特に制限は無いが、粒径が比較的小さく
、小粒径成分の多い粒径分布のものを用いると、吸水速度、毛管吸収倍率などの吸収性能
の向上が顕著であるので好ましい。
　本発明における吸水性樹脂は、質量平均粒子径が６００μｍ以下であることが好ましく
、５００～３００μｍであることが性能を向上させるためにより好ましい。このような粒
子径を有する吸水性樹脂は、水溶液重合で得られた吸水性樹脂を粉砕したもの、あるいは
これらを篩に掛けて粒度を調整する事によって好ましく得ることができる。また、３００
μｍ以下の粒子径の吸水性樹脂微紛を造粒し粒度調整したものを用いても良く、粉砕して
得られる一次粒子の不定形破砕状の粒子に微紛の造粒物を一部混合した吸水性樹脂を用い
ても良い。吸水性樹脂の造粒物を一部混合した場合には、吸水速度や毛管吸収倍率などの
吸収特性が一層優れた本発明にかかる表面処理された吸水性樹脂を得ることができる。微
紛の造粒物の混合量は、吸水性樹脂全量中、好ましくは５質量％以上、より好ましくは１
０質量％以上、さらに好ましくは１５質量％以上である。
【００２９】
　微粉造粒物の作成方法としては、微粉を再生する公知の技術が使用可能である。例えば
、温水と吸水性樹脂の微粉とを混合し乾燥する方法（米国特許第６２２８９３０号明細書
）や、吸水性樹脂の微粉を単量体水溶液と混合し重合する方法（米国特許第５２６４４９
５号明細書）、吸水性樹脂の微粉に水を加え特定の面圧以上で造粒する方法（欧州特許第
８４４２７０号明細書）、吸水性樹脂の微粉を十分に湿潤させて非晶質のゲルを形成して
乾燥・粉砕する方法（米国特許第４９５０６９２号明細書）、吸水性樹脂の微粉と重合ゲ
ルを混合する方法（米国特許５４７８８７９号明細書）などを用いることが可能であるが
、好ましくは、温水と吸水性樹脂の微粉とを混合し乾燥する方法が用いられる。
【００３０】
　なお、粒子径は分級される篩目径（篩の目開き）で示される。
　〔多価金属錯体〕
　本発明でいう多価金属原子を中心原子とする錯体（多価金属錯体）については、その定
義として、１つあるいはそれ以上の多価金属原子を中心原子として、それに他の原子また
は原子団すなわち配位子（陰性、中性、陽性のものがある）が結合して１つの原子集団を
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つくっているものをいう。その種類や構造は特に限定はされないが、好ましくは、多価金
属原子を中心原子とし、その中心原子に、水以外の配位子が１個以上配位している錯体で
あり、前記水以外の配位子は、前記多価金属原子と水よりも強い結合力の配位結合を形成
し得る配位子であることがより好ましい。このように、水よりも強い結合力の配位結合に
よって水以外の配位子の１個以上が多価金属原子に配位した錯体は、吸水性樹脂の表面に
より効率的に存在することができると考えられる。
【００３１】
　中心原子となる多価金属原子としては、特に限定はされないが、例えば、Ｂｅ、Ｍｇ、
Ｃａ、Ｓｒ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｍｎ、ＴｉおよびＺｒならびにその他の遷移金属からなる群よ
り選ばれる少なくとも１種の金属原子などが好ましく例示され、３価または４価の多価金
属原子が好ましい。なかでも、カルボキシル基と共有結合性の結合を形成しやすい点で、
チタン（Ｔｉ）、ジルコニウム（Ｚｒ）およびハフニウム（Ｈｆ）からなる群より選ばれ
る少なくとも１種の金属原子がより好ましく、ジルコニウム（Ｚｒ）が特に好ましい。
　中心原子となる多価金属原子に配位結合する配位子としては、特に限定はされないが、
例えば、ＯＨ基を有する配位子、ＣＯ３基を有する配位子、ＳＯ３基を有する配位子、酢
酸やプロピオン酸等の有機酸、リン酸やアセチルアセトン等のキレート配位化合物、およ
び、ハロゲンから選ばれる少なくとも１種が好ましく例示される。
【００３２】
　中心原子となる多価金属原子に配位結合する配位子としては、後述の有機二次架橋剤と
なりうる配位子を１個以上有していても良いが、この場合、有機二次架橋剤となりうる配
位子以外の配位子も１個以上有することが好ましい。このような配位子としては、例えば
、多価アルコール化合物、多価アミン化合物、アルキレンカーボネート化合物、２－オキ
サゾリドンやその誘導体などが挙げられる。
　有機二次架橋剤となりうる配位子を有する錯体を用いる場合には、吸水性樹脂に当該有
機二次架橋剤が５００ｐｐｍ以上残存することが好ましく、１０００ｐｐｍ以上残存する
ことがより好ましい。
【００３３】
　本発明でいう多価金属錯体は水溶性であることが好ましい。水溶性であると、多価金属
錯体を水性液の存在下で吸水性樹脂と混合した場合に、吸水性樹脂の表面により均一に存
在させることができる。
　本発明でいう多価金属錯体は、イオン性であっても非イオン性（ノニオン性）であって
もよく、また、イオン性である場合、正電荷を有する錯イオン（カチオン錯体）の塩であ
っても、負電荷を有する錯イオン（アニオン錯体）の塩であってもよく、特に限定はされ
ないが、非イオン性の錯体であるか、および／または、負電荷を有する錯イオンの塩であ
れば、吸水性樹脂の内部にまで吸収されにくく、より一層、吸水性樹脂の表面に局在しや
すいため好ましい。これは、吸水性樹脂の全体に、単量体の主成分として用いたアクリル
酸および／またはその塩に由来するカルボキシル基が存在しているため、正電荷を有する
錯イオン（カチオン錯体）の塩との間には静電的引力が働くことになり、非イオン性の錯
体や負電荷を有する錯イオンの塩に比べて、吸水性樹脂の内部にまで吸収されやすいから
であると考えられる。
【００３４】
　上記非イオン性の錯体としては、例えば、アセチルアセトンジルコニウム錯体、酢酸ジ
ルコニウム、プロピオン酸ジルコニウムなどが好ましく例示される。これらは、１種のみ
用いても良いし、２種以上を併用しても良い。
　上記負電荷を有する錯イオンの塩としては、例えば、硫酸ジルコニウム、６フッ化ジル
コニウムカリウム、６フッ化ジルコニウムナトリウム、炭酸ジルコニウムアンモニウム、
炭酸ジルコニウムカリウム、炭酸ジルコニウムナトリウムなどが好ましく例示される。な
かでも、炭酸ジルコニウムアンモニウム、炭酸ジルコニウムカリウム、炭酸ジルコニウム
ナトリウムは、前述した吸水性樹脂が有するカルボキシル基と、上記負電荷を有する錯イ
オン中の炭酸基との、脱炭酸を伴う化学結合反応により、錯体が樹脂表面に十分に固定さ
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れ得るほか、樹脂表面の架橋効果をも合わせて発揮することができ、より好ましい。これ
らは、１種のみ用いても良いし、２種以上を併用してもよい。
【００３５】
　〔表面処理された吸水性樹脂の製造方法〕
　＜第１の製造方法＞
　本発明の製造方法のうち、第１の製造方法は、アクリル酸および／またはその塩を主成
分とする単量体を重合してなり内部架橋構造を有する吸水性樹脂と、多価金属原子を中心
原子とする錯体（多価金属錯体）および有機二次架橋剤と、を水性液の存在下で混合する
工程と、前記吸水性樹脂に対し、前記有機二次架橋剤による表面架橋がなされるようにす
る工程と、を含む、表面処理された吸水性樹脂の製造方法である。
　アクリル酸および／またはその塩を主成分とする単量体を重合してなり内部架橋構造を
有する吸水性樹脂および多価金属原子を中心原子とする錯体（多価金属錯体）の詳細は、
前述した通りであるが、上記吸水性樹脂は、予め表面架橋されていない吸水性樹脂である
ことが好ましい。
【００３６】
　第１の製造方法においては、多価金属原子が吸水性樹脂の表面に存在してなるものを得
るにあたり、（ｉ）前記多価金属原子を予め錯体の形態として吸水性樹脂と混合している
点、および、（ｉｉ）前記吸水性樹脂に対し有機二次架橋剤による表面架橋を施している
点が重要である。これにより前述した本発明の課題が容易に解決できる。
　第１の製造方法においては、多価金属錯体の混合割合は、前記吸水性樹脂の固形分に対
して０．０１～１０質量％であることが好ましく、より好ましくは０．１～５．０質量％
、さらに好ましくは０．２～２．０質量％である。多価金属錯体の混合割合が、前記吸水
性樹脂の固形分に対して０．０１質量％未満であると、多価金属錯体の添加効果が得られ
ないおそれがあり、１０質量％を超えると、無加圧下吸収倍率および加圧下吸収倍率が大
幅に低下してしまうおそれがある。
【００３７】
　第１の製造方法においては、多価金属錯体が水性液の存在下で吸水性樹脂と混合される
ことで、多価金属錯体による吸水性樹脂の表面処理がなされることになる。
　第１の製造方法において用い得る有機二次架橋剤としては、例えば、前述の表面架橋剤
として例示したものと同様のものが好ましく、なかでも多価アルコール化合物がより好ま
しい。
　有機二次架橋剤の混合割合は、前記吸水性樹脂の固形分に対して０．０１～１０質量％
であることが好ましく、より好ましくは０．１～５．０質量％、さらに好ましくは０．２
～３．０質量％である。有機二次架橋剤の混合割合が、前記吸水性樹脂の固形分に対して
０．０１質量％未満であると、加圧下通液性が低くなるおそれがあり、１０質量％を超え
ると、残存する有機二次架橋剤のために吸水時の取扱い性が悪くなるおそれがある。
【００３８】
　有機二次架橋剤による表面架橋反応をより加速し、吸収特性をより向上させるために、
例えば、欧州特許０６６８０８０号明細書に記載されている無機酸、有機酸、ポリアミノ
酸等を、有機二次架橋剤と併用してもよい。これらの使用量は、吸水性樹脂のｐＨ等によ
って異なるが、吸水性樹脂１００質量部に対して、１０質量部以下であることが好ましく
、より好ましくは０．１～５質量部である。
　第１の製造方法において用い得る水性液としては、限定されず、水等の公知の各種水系
媒体を用いることができる。
　第１の製造方法においては、水性液の存在下での混合は、実質的に有機溶媒の非存在下
で行うことが好ましい。すなわち、上記水性液中には、アルコール類、エーテル類、エス
テル類、アルデヒド類、ケトン類、脂肪族炭化水素類、芳香族炭化水素類などの有機溶媒
が、実質的に混在しないことが好ましく、上記水性液に対して、より好ましくは１０質量
％未満、さらに好ましくは１質量％未満である。これら有機溶媒を含むと、多価金属錯体
が析出しやすくなり、吸水性樹脂表面にこの錯体を均一に存在させることが困難となり、
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最終的に、無加圧下吸収倍率および加圧下吸収倍率や食塩水流れ誘導性のバランスに優れ
た吸水性樹脂を得ることが困難となるおそれがある。
【００３９】
　水性液の配合割合は、限定はされないが、吸水性樹脂の固形分に対して、０．０１～１
０質量％であることが好ましく、より好ましくは０．１～５質量％、さらに好ましくは０
．２～３質量％である。水性液の配合割合が、吸水性樹脂の固形分に対して０．０１質量
％未満であると、混合性が悪くなり、最終的に得られる吸水性樹脂の物性が低下するおそ
れがあり、１０質量％を超えると、多価金属錯体や有機二次架橋剤が吸水性樹脂内部に浸
透しすぎてしまい、最終的に得られる吸水性樹脂の物性が低下するおそれがある。
　第１の製造方法においては、吸水性樹脂と、有機二次架橋剤および多価金属錯体とをよ
り均一に混合するため、非架橋性の水溶性無機塩基類（好ましくは、アルカリ金属塩、ア
ンモニウム塩、アルカリ金属水酸化物、および、アンモニアあるいはその水酸化物など）
や、非還元性アルカリ金属塩ｐＨ緩衝剤（好ましくは、炭酸水素塩、リン酸二水素塩、リ
ン酸水素塩など）を、上記混合系に共存させてもよい。これらの使用量は、吸水性樹脂の
種類や大きさ（粒径）等に応じて好ましい範囲を適宜設定できるが、例えば、吸水性樹脂
の固形分１００質量部に対して、０．００５～１０質量部が好ましく、より好ましくは０
．０５～５質量部である。
【００４０】
　第１の製造方法において、内部架橋構造を有する吸水性樹脂、多価金属錯体、および有
機二次架橋剤などを混合する方法としては、有機二次架橋剤および多価金属錯体等を吸水
性樹脂に均一に添加・混合できる方法であればよく、限定はされない。例えば、円筒型混
合機、Ｖ字型混合機、リボン型混合機、スクリュー型混合機、双腕型混合機、粉砕型ニー
ダー、レーディゲミキサー等の混合装置を用いた方法が好ましく挙げられる。これら混合
装置への投入に関しては、吸水性樹脂、有機二次架橋剤、多価金属錯体等および水性液は
、一括添加してもよいし、分割添加してもよいし、連続添加してもよく、限定はされない
。また、これらの添加の順序についても限定はされず、具体的には、例えば、水性液の存
在下で内部架橋構造を有する吸水性樹脂と多価金属錯体とを先に混合しておき、その後、
該水溶液の存在下で、別途、有機二次架橋剤をも添加して混合するようにしてもよいし、
逆に、水性液の存在下で内部架橋構造を有する吸水性樹脂と有機二次架橋剤とを先に混合
しておき、その後、該水溶液の存在下で、別途、多価金属錯体をも添加して混合するよう
にしてもよい。
【００４１】
　第１の製造方法においては、内部架橋構造を有する吸水性樹脂、多価金属錯体、および
有機二次架橋剤などを混合する時間は、合計で１０～５５分間であることが好ましく、よ
り好ましくは１５～５０分間である。混合する時間が１０分未満であると、前述した本発
明の課題を解決し得る所望の性能を有する吸水性樹脂が得られないおそれがあり、５５分
を超えると、吸水性樹脂が物理的（機械的）ダメージを受け、上記所望の性能が低下する
おそれがある。
　第１の製造方法においては、上述のように、内部架橋構造を有する吸水性樹脂、多価金
属錯体、および有機二次架橋剤などを混合する工程を行い、さらに、該混合と同時または
その後に、この吸水性樹脂に対し有機二次架橋剤による表面架橋がなされるようにする。
こうすることで、結果としては、吸水性樹脂の表面に多価金属錯体を存在させる過程にお
いて吸水性樹脂の表面架橋をも行うことができ、予め表面架橋されている吸水性樹脂を用
いる場合（後述する第２の製造方法）と同様の効果が得られる。また、第１の製造方法に
おいては特に、多価金属錯体を吸水性樹脂に混合している状態で有機二次架橋剤による表
面架橋を行うようにするため、多価金属錯体を吸水性樹脂の表面近傍に均一かつ安定に存
在させることが容易となり好ましい。なお、前記「混合の後」とは、吸水性樹脂が水性液
の存在下にある状況を前提とした上での範囲とする。
【００４２】
　表面架橋がなされるようにする方法としては、限定はされないが、例えば、内部架橋構
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造を有する吸水性樹脂、多価金属錯体、および有機二次架橋剤などの混合系を加熱する方
法が好ましい。加熱により表面架橋がなされるようにする場合は、上記混合系を撹拌下で
加熱することが好ましい。加熱の温度は、用いる有機二次架橋剤の種類に応じて好ましい
範囲を適宜設定すればよいが、例えば、多価アルコール、多価オキサゾリン化合物、アル
キレンカーボネート等を有機二次架橋剤として用いた場合は、１３０～２５０℃が好まし
く、より好ましくは１６０～２２０℃である。加熱温度が１３０℃未満であると、吸水性
樹脂に対して十分に表面架橋を施すことができないおそれがあり、２５０℃を超えると、
吸水性樹脂が熱的ダメージを受け、上記所望の性能が低下するおそれがある。加熱方法は
、公知の技術を採用すればよく、限定はされないが、例えば、撹拌型あるいは流動層型の
乾燥機を用いた方法等が好ましく挙げられる。上記乾燥機としては、例えば、溝型混合乾
燥機、ロータリー乾燥機、ディスク乾燥機、流動層乾燥機、気流型乾燥機などが挙げられ
る。
【００４３】
　加熱により表面架橋がなされるようにした場合は、加熱後、吸水性樹脂を冷却すること
が好ましい。冷却温度は、１００～２０℃が好ましく、より好ましくは８０～３０℃であ
る。冷却方法は、公知の技術を採用すればよく、限定はされないが、例えば、上記加熱の
際に用いた乾燥機の熱媒体を冷却媒体に変換した装置を用いた方法等が好ましく挙げられ
る。
　第１の製造方法においては、前述した混合する工程および表面架橋がなされるようにす
る工程を経て得られた吸水性樹脂の粒度分布を、所望の範囲に調整する整粒工程を含むこ
とができる。
【００４４】
　＜第２の製造方法＞
　本発明の製造方法のうち、第２の製造方法は、アクリル酸および／またはその塩を主成
分とする単量体を重合してなり内部架橋構造を有するとともに表面架橋されてなる吸水性
樹脂と、多価金属原子を中心原子とする錯体（多価金属錯体）と、を水性液の存在下で混
合する工程を含む方法である。
　上記吸水性樹脂（原料として用いる吸水性樹脂）および多価金属錯体の詳細は、前述し
た通りであるが、第２の製造方法では、上記吸水性樹脂として、上記多価金属錯体との混
合の前に、予め表面架橋されているものを原料として用いるようにする。具体的には、上
記水性液の存在下におく時点で既に表面架橋されている吸水性樹脂を用いる態様や、上記
水性液の存在下においた吸水性樹脂を上記多価金属錯体との混合までに表面架橋しておく
態様などが例示されるが、限定はされない。
【００４５】
　第２の製造方法においては、多価金属原子が吸水性樹脂の表面に存在してなるものを得
るにあたり、該多価金属原子を予め錯体の形態にしたものを、予め表面架橋された吸水性
樹脂と混合している点が重要である。これにより前述した本発明の課題が容易に解決でき
る。
　第２の製造方法においては、多価金属錯体の混合割合は、前記吸水性樹脂の固形分に対
して、０．０１～１０質量％であることが好ましく、より好ましくは０．１～５．０質量
％、さらに好ましくは０．２～２．０質量％である。多価金属錯体の混合割合が、前記吸
水性樹脂の固形分に対して０．０１質量％未満であると、多価金属錯体の添加効果が得ら
れないおそれがあり、１０質量％を超えると、無加圧下吸収倍率および加圧下吸収倍率が
大幅に低下してしまうおそれがある。
【００４６】
　第２の製造方法においては、多価金属錯体が水性液の存在下で吸水性樹脂と混合される
ことで、多価金属錯体による吸水性樹脂の表面処理がなされることになる。
　第２の製造方法において用い得る水性液としては、限定されず、第１の製造方法と同様
に、水等の公知の各種水系媒体を用いることができる。
　上記水性液の存在下での混合は、実質的に有機溶媒の非存在下で行うことが好ましい。
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具体的には、第１の製造方法での説明が同様に適用できる。
　上記水性液の配合割合は、限定はされないが、吸水性樹脂の固形分に対して、０．０１
～１０質量％であることが好ましく、より好ましくは０．１～５質量％、さらに好ましく
は０．２～３質量％である。上記水性液の配合割合が、吸水性樹脂の固形分に対して０．
０１質量％未満であると、混合性が悪くなり、最終的に得られる吸水性樹脂の物性が低下
するおそれがあり、１０質量％を超えると、多価金属錯体が吸水性樹脂内部に浸透しすぎ
てしまい、最終的に得られる吸水性樹脂の物性が低下するおそれがある。
【００４７】
　第２の製造方法においては、吸水性樹脂と多価金属錯体とをより均一に混合するため、
非架橋性の水溶性無機塩基類や非還元性アルカリ金属塩ｐＨ緩衝剤を、上記混合系に共存
させてもよい。具体的には、第１の製造方法での説明が同様に適用できる。
　第２の製造方法において、前記混合の方法としては、多価金属錯体等を吸水性樹脂に均
一に添加・混合できる方法であればよく、限定はされない。例えば、第１の製造方法にお
いて例示した混合方法と同様の方法が好ましく挙げられる。混合装置への投入に関しては
、吸水性樹脂、多価金属錯体等および水性液は、一括添加してもよいし、分割添加しても
よいし、連続添加してもよく、限定はされない。
【００４８】
　第２の製造方法においては、前記混合の際の温度は、限定はされないが、例えば、室温
～１００℃とすることが好ましく、より好ましくは４０～８０℃である。
　第２の製造方法においては、前記混合の時間は、１０～５５分間であることが好ましく
、より好ましくは１５～５０分間である。前記混合の時間が１０分未満であると、前述し
た本発明の課題を解決し得る所望の性能を有する吸水性樹脂が得られないおそれがあり、
５５分を超えると、吸水性樹脂が物理的（機械的）ダメージを受け、上記所望の性能が低
下するおそれがある。
　第２の製造方法においては、第１の製造方法と同様に、前述した混合する工程を経て得
られた吸水性樹脂の粒度分布を、所望の範囲に調整する整粒工程を含むことができる。
【００４９】
　〔表面処理された吸水性樹脂〕
　本発明にかかる表面処理された吸水性樹脂は、アクリル酸および／またはその塩を主成
分とする単量体を重合してなり内部架橋構造を有するとともに表面架橋されてなる吸水性
樹脂の表面に、多価金属原子、および、多価金属原子に配位しうる配位子であって水以外
の配位子が存在してなる吸水性樹脂である。
　また、本発明にかかる別の表面処理された吸水性樹脂は、アクリル酸および／またはそ
の塩を主成分とする単量体を重合してなり内部架橋構造を有するとともに表面架橋されて
なる吸水性樹脂の表面に、多価金属原子が存在し、多価金属原子抽出率が８０質量％以下
である吸水性樹脂である。
【００５０】
　ここで、上記吸水性樹脂（原料として用いる吸水性樹脂）および多価金属錯体の詳細は
、前述した通りである。
　本発明にかかる表面処理された吸水性樹脂において重要な点は、表面を（好ましくは、
有機二次架橋剤によって）架橋処理された吸水性樹脂の表面に、多価金属錯体由来の成分
が存在することである。これにより、膨潤後の吸水性樹脂粒子間に適度な隙間を保持する
ことができ、高い加圧下通液性などの前述の効果を達成できると考えられる。多価金属錯
体由来の成分とは、すなわち、多価金属原子および多価金属原子に配位しうる配位子であ
って水以外の配位子、または、多価金属錯体の変性物（吸水性樹脂と多価金属錯体との反
応物等）である。
【００５１】
　多価金属錯体由来の成分として、多価金属原子および多価金属原子に配位しうる配位子
であって水以外の配位子が、吸水性樹脂表面に存在する場合には、多価金属原子が吸水性
樹脂内部に浸透する際に配位子が作用し、分子レベルでのかさ高さが増加すると考えられ
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る。このため、多価金属原子が吸水性樹脂内部に浸透しにくく、表面に効率的に存在でき
ると考えられる。
　多価金属錯体由来の成分として、多価金属錯体の変性物（吸水性樹脂と多価金属錯体と
の反応物等）が、吸水性樹脂表面に存在する場合には、多価金属原子は吸水性樹脂との反
応などによって、液体中の拡散が著しく制限されている。このため、多価金属原子は吸水
性樹脂内部に浸透しにくく、表面に効率的に存在できると考えられる。また、このような
状態の多価金属原子は抽出操作によって抽出されにくい。表面を架橋処理された吸水性樹
脂は、表面近傍の架橋密度が高く、分子鎖の網目構造が密であるため、多価金属錯体由来
の成分の吸水性樹脂内部への浸透はさらに抑制されると考えられる。
【００５２】
　本発明にかかる吸水性樹脂において、「多価金属原子に配位しうる配位子」は、先に説
明した「中心原子となる多価金属原子に配位結合する配位子」と同様である。
　本発明にかかる吸水性樹脂において、多価金属錯体の変性物という場合は、多価金属錯
体に由来して変化した全てのものを含み、限定はされないが、例えば、当該多価金属錯体
中の配位子や多価金属原子が吸水性樹脂中の官能基と反応した結果、多価金属原子が化学
結合している場合等が挙げられる。具体的には、配位子として炭酸基（ＣＯ３基）がある
場合に吸水性樹脂中のカルボキシル基と脱炭酸を伴う反応をして結合した場合等が好まし
く例示される。
【００５３】
　多価金属原子が上記変性物として吸水性樹脂の表面に存在する指標として、本発明にか
かる吸水性樹脂においては、後述の方法で測定される多価金属原子抽出率が、好ましくは
８０質量％以下、より好ましくは７０質量％以下、さらに好ましくは６０質量％以下であ
る。多価金属錯体が吸水性樹脂中の官能基（特に、カルボキシル基）と反応して変性物と
なった場合、変性物はカルボキシル基と結合しているなどの理由で、多価金属原子抽出率
が低下すると考えられる。
　本発明にかかる吸水性樹脂は、また、後述の測定方法で示されるＡｒイオン放電研磨お
よびＥＳＣＡによる表面多価金属濃度測定による、多価金属原子／炭素比率の最大値がス
パッタ時間２０３秒以内にあるものが好ましく、スパッタ時間１００秒以内にあるものが
より好ましい。Ａｒイオン放電研磨およびＥＳＣＡによる表面多価金属濃度測定は、Ａｒ
イオン放電研磨（以下、スパッタと略すことがある）により、吸水性樹脂表面をごくわず
かに削っていき、その面の多価金属原子濃度をＥＳＣＡ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｓｐｅｃｔ
ｒｏｓｃｏｐｙ　ｆｏｒ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ａｎａｌｙｓｉｓの略であり、ＸＰＳ（Ｘ
－Ｒａｙ　Ｐｈｏｔｏｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ）とも呼ばれ、Ｘ線
光電子分光法と訳される）により定量するものである。これにより、吸水性樹脂表面の深
さ方向の多価金属原子の濃度分布が明らかとなる。本発明にかかる吸水性樹脂は、吸水性
樹脂表面で多価金属原子濃度が高く、内部に進むにつれて多価金属原子濃度（多価金属原
子／炭素比率）が低下していくものが好ましい。本発明でいう「吸水性樹脂表面」とは、
好ましくは、後述の条件でのスパッタ時間２０３秒以下の領域を示す。
【００５４】
　「本発明にかかる吸水性樹脂」を製造する方法としては、限定されないが、例えば、前
述した第１および第２の製造方法が好ましく採用できる。
　本発明にかかる吸水性樹脂は、前述した吸水性樹脂（原料として用いる吸水性樹脂）を
主成分としてなり、該吸水性樹脂（原料として用いる吸水性樹脂）を、好ましくは８０～
９９．９９質量％含み、より好ましくは９０～９９．９０質量％含む、粒子状（球状ある
いは不定形の粒子形状）の組成物（吸水性樹脂組成物）である。本発明にかかる吸水性樹
脂中の、原料として用いる吸水性樹脂の含有割合が、８０質量％未満であると、無加圧下
吸収倍率や加圧下吸収倍率が低くなるおそれがあり、９９．９９質量％を超えると、加圧
下通液性に劣ることとなるおそれがある。
【００５５】
　本発明にかかる吸水性樹脂はまた、多価金属錯体（多価金属原子、および、多価金属原
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子に配位しうる配位子であって水以外の配位子）および／またはその変性物（吸水性樹脂
と多価金属錯体との反応物等）を、これらの合計量として、好ましくは０．０１～５質量
％含み、より好ましくは０．０１～２質量％含む。多価金属錯体および／またはその変性
物の含有割合が、０．０１質量％未満であると、加圧下通液性に劣ることとなるおそれが
あり、５質量％を超えると、無加圧下吸収倍率や加圧下吸収倍率が低くなるおそれがある
。
　本発明にかかる吸水性樹脂はまた、多価金属原子、および、多価金属原子に配位しうる
配位子であって水以外の配位子を、これらの合計量として、好ましくは０．００８～４質
量％含み、より好ましくは０．００８～１．６質量％含む。
【００５６】
　本発明にかかる吸水性樹脂はまた、後述の抽出操作によって抽出されない多価金属原子
を、好ましくは０．００２～１質量％含み、より好ましくは０．００２～０．４質量％含
む。
　本発明にかかる吸水性樹脂は、粒子状であり、その質量平均粒子径は１００～６００μ
ｍであることが好ましく、より好ましくは２００～５００μｍである。質量平均粒子径が
１００μｍ未満の場合は、加圧下通液性に劣ることとなるほか、粉塵の問題が生じるおそ
れがあり、質量平均粒子径が６００μｍより大きい場合は、吸収速度が遅くなるほか、例
えば紙おむつ等に用いた場合にそのトップシートを破ったりするおそれがある。また、本
発明にかかる吸水性樹脂は、粒径が３００μｍ未満の粒子の含有比率が１０質量％以上で
あることが好ましく、より好ましくは３０質量％以上、さらに好ましくは５０質量％以上
である。
【００５７】
　本発明にかかる吸水性樹脂は、無加圧下吸収倍率（ＣＲＣ）が、好ましくは２０（ｇ／
ｇ）以上であり、より好ましくは２２（ｇ／ｇ）以上、さらに好ましくは２４（ｇ／ｇ）
以上、さらに好ましくは２５（ｇ／ｇ）以上、特に好ましくは２７（ｇ／ｇ）以上である
。無加圧下吸収倍率（ＣＲＣ）は、好ましくは５００（ｇ／ｇ）以下である。無加圧下吸
収倍率（ＣＲＣ）が２０（ｇ／ｇ）よりも低いと、おむつ等の衛生材料に使用する場合の
吸収効率が悪くなる。
　本発明にかかる吸水性樹脂は、加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）が、０．７ｐｓｉ（４．８３
ｋＰａ）の加圧下において、好ましくは１６（ｇ／ｇ）以上であり、より好ましくは１８
（ｇ／ｇ）以上、さらに好ましくは２０（ｇ／ｇ）以上、さらに好ましくは２２（ｇ／ｇ
）以上、特に好ましくは２４（ｇ／ｇ）以上である。加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）は、好ま
しくは１００（ｇ／ｇ）以下である。加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）が１８（ｇ／ｇ）よりも
低いと、おむつ等の衛生材料に使用する場合の吸収効率が悪くなる。
【００５８】
　本発明にかかる吸水性樹脂は、加圧下通液性の評価に当たる、食塩水流れ誘導性（ＳＦ
Ｃ）が、好ましくは３０～２０００（×１０－７ｃｍ３・ｓ／ｇ）であり、より好ましく
は５０～２０００（×１０－７ｃｍ３・ｓ／ｇ）、さらに好ましくは８０～２０００（×
１０－７ｃｍ３・ｓ／ｇ）、特に好ましくは１００～２０００（×１０－７ｃｍ３・ｓ／
ｇ）である。食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）は、衛生材料中の吸水性樹脂の含有率にもよる
が、高含有率になる程、より高い食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）が必要となる。
　本発明にかかる吸水性樹脂は、加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）が、多価金属塩粉末を添加す
る前の吸水性樹脂の加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）（同一加圧下）と比較して低下が少ない事
が望ましく、吸水性樹脂の加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）と比較して、０．８５倍以上を維持
しているものが好ましく、より好ましくは０．９０倍以上、さらに好ましくは０．９５倍
以上である。
【００５９】
　本発明にかかる吸水性樹脂は、衛生材料中での長時間の使用に対しても高い食塩水流れ
誘導性（ＳＦＣ）を維持すること、すなわち優れた加圧下通液性を維持することが可能で
ある。
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　本発明にかかる吸水性樹脂は、膨潤時間１２０分後の食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）の膨
潤時間６０分後の食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）に対する割合、すなわち、食塩水流れ誘導
性保持率（ＳＦＣ保持率）が、好ましくは４０％以上、より好ましくは５０％以上、さら
に好ましくは６０％以上である。従来の金属粒子を添加した吸水性樹脂（あるいは吸水性
樹脂組成物）では、食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）の試験において、膨潤時間を６０分間を
超えて測定を行うと急激に通液速度の低下が見られる。
【００６０】
　本発明にかかる吸水性樹脂の吸湿ブロッキング性は、吸湿ブロッキング率（ＢＲ）で示
すことができる。測定方法は後に詳述するが、２５℃、相対湿度９０％で、１時間の条件
下での吸湿ブロッキング率（ＢＲ）が、好ましくは４０％以下、より好ましくは３０％以
下、さらに好ましくは２０％以下、特に好ましくは１０％以下である。吸湿ブロッキング
率（ＢＲ）が４０％を超える場合は、高湿下において吸水性樹脂の取扱い性が悪く、後述
する衛生材料向けの薄型吸水体の作製時などに、製造プラントで、吸水性樹脂が搬送パイ
プ内で凝集して詰まりを発生させたり、親水性繊維と均一に混合できないという問題が生
じる可能性がある。
【００６１】
　本発明にかかる吸水性樹脂はまた、好ましくは、発塵しにくいという特徴も有する。本
発明にかかる吸水性樹脂は、発塵度が、好ましくは０．２５（ｍｇ／ｍ３）以下、より好
ましくは０．２３（ｍｇ／ｍ３）以下、さらに好ましくは０．２０（ｍｇ／ｍ３）以下、
さらに好ましくは０．１７（ｍｇ／ｍ３）以下、特に好ましくは０．１５（ｍｇ／ｍ３）
以下である。
　本発明にかかる吸水性樹脂は、吸水性樹脂（原料として用いる吸水性樹脂）および多価
金属錯体（多価金属原子、および、多価金属原子に配位しうる配位子であって水以外の配
位子）および／またはその変性物（吸水性樹脂と多価金属錯体との反応物等）の他に、二
酸化ケイ素、二酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、タルク、
リン酸カルシウム、リン酸バリウム、珪酸またはその塩、粘土、珪藻土、ゼオライト、ベ
ントナイト、カオリン、ハイドロタルサイト、活性白等塩類等の水不溶性微粒子状無機粉
体；消臭剤、香料、抗菌剤、ポリアミン等のカチオン性高分子化合物、発泡剤、顔料、染
料、肥料、酸化剤、還元剤、等の添加物を含有し、機能を付与されるか、あるいは、高め
たものであってもよい。これら添加物の使用割合は、吸水性樹脂（原料として用いる吸水
性樹脂）および多価金属錯体（それ由来の変性物であってもよい）の合計量に対して、１
０質量％未満であることが好ましく、より好ましくは５質量％未満、さらに好ましくは１
質量％未満である。
【００６２】
　本発明にかかる吸水性樹脂は、紙おむつ、生理用ナプキン、失禁パッド、医療用パッド
等の衛生材料に使用される。その場合（ａ）着用者の体に隣接して配置される液体透過性
のトップシート、（ｂ）着用者の身体から遠くに、着用者の衣類に隣接して配置される、
液体に対して不透過性のバックシート、および（ｃ）トップシートとバックシートの間に
配置された吸水体、を含んでなる構成で使用されることが好ましい。吸水体は二層以上で
あっても良いし、パルプ層などとともに用いても良い。
　本発明の吸水性樹脂が衛生材料に用いられた場合、特に、水性液に対する濡れ性が良い
上に、吸液したゲルがゲルブロッキングを起こし難く、ゲル粒子間の空隙がゲル同士の密
着によって塞がることもないので、おむつなどの吸水体中に高濃度で使用した場合におい
ても、２度目以降の尿や体液が吸水体表面で行き場を失うことなく吸水体の内部に拡散す
ることができ、内部の吸水性樹脂に尿や体液を効果的に分配することができる。さらに、
吸水性樹脂にその造粒品を混合したものは、吸水性樹脂粒子間の隙間の大きさが適度であ
るために、液体を毛管力で吸引する性質も併せ持つため、毛管吸引力によっても吸収液を
吸水体全体に拡散することができる。
【実施例】
【００６３】
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　以下に、実施例および比較例によって本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれ
らに限定されるものではない。以下では、便宜上、「リットル」を単に「Ｌ」と記すこと
がある。また、「質量％」を「ｗｔ％」と記すことがある。
　実施例および比較例における、測定方法および評価方法を以下に示す。
　＜無加圧下吸収倍率（ＣＲＣ）＞
　吸水性樹脂０．２０ｇを０．０００１ｇのレベルまで正確に計り取り、不織布製（南国
パルプ工業（株）製、商品名：ヒートロンペーパー、型式：ＧＳＰ－２２）の袋（８５ｍ
ｍ×６０ｍｍ）に均一に入れてシールした。
【００６４】
　１Ｌの容器に０．９ｗｔ％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）１Ｌを投入し、１容器
あたりに１つの評価サンプルを１時間浸漬した。なお、本発明はイオン移動の効果に着目
する発明であるため、複数のサンプルを１つの容器に浸漬してはならない。
　１時間後、袋を引き上げ、遠心分離機（株式会社コクサン社製、遠心機：型式Ｈ－１２
２）を用いて２５０Ｇの遠心力で３分間水切りを行った後、袋の質量Ｗ１（ｇ）を測定し
た。また、同様の操作を吸水性樹脂を用いずに行い、その時の質量Ｗ０（ｇ）を測定した
。そして、これらＷ１、Ｗ０から、次式に従って無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した
。
【００６５】
　　ＣＲＣ（ｇ／ｇ）＝［（Ｗ１（ｇ）－Ｗ０（ｇ））／吸水性樹脂の質量（ｇ）］－１
　＜加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）＞
　内径６０ｍｍのプラスチックの支持円筒の底に、ステンレス製４００メッシュの金網（
目の大きさ３８μｍ）を融着させ、室温（２０～２５℃）、湿度５０ＲＨ％の条件下で、
金網上に吸水性樹脂０．９ｇを均一に散布し、その上に、吸水性樹脂に対して、０．７ｐ
ｓｉの荷重を均一に加えることができるよう調整された、外径が６０ｍｍよりわずかに小
さく支持円筒との隙間が生じず、かつ上下の動きが妨げられないピストンと荷重とをこの
順に載置して、この測定装置一式の質量Ｗａ（ｇ）を測定した。
【００６６】
　直径１５０ｍｍのペトリ皿の内側に直径９０ｍｍのガラスフィルター（株式会社相互理
化学硝子製作所社製、細孔直径：１００～１２０μｍ）を置き、０．９ｗｔ％塩化ナトリ
ウム水溶液（生理食塩水）（２０～２５℃）をガラスフィルターの上面と同じレベルにな
るように加えた。その上に、直径９０ｍｍの濾紙１枚（ＡＤＶＡＮＴＥＣ東洋株式会社、
品名：（ＪＩＳ　Ｐ　３８０１、Ｎｏ．２）、厚さ０．２６ｍｍ、保留粒子径５μｍ）を
載せ、表面が全て濡れるようにし、かつ過剰の液を除いた。
　測定装置一式を前記湿った濾紙上に載せ、液を荷重下で所定時間吸収させた。この吸収
時間は、測定開始から算出して、１時間後とした。また、測定中は、０．９質量％塩化ナ
トリウム水溶液（生理食塩水）の液面が測定開始時のレベルよりも下がらないように、少
しずつ０．９質量％塩化ナトリウム水溶液を補充した。具体的には、１時間後、測定装置
一式を持ち上げ、その質量Ｗｂ（ｇ）を測定した。この質量測定はできるだけすばやく、
かつ振動を与えないように行わなくてはならない。そして、Ｗａ、Ｗｂから、次式によっ
て加圧下吸収倍率（ＡＡＰ）（ｇ／ｇ）を算出した。
【００６７】
　　ＡＡＰ（ｇ／ｇ）＝［Ｗｂ（ｇ）－Ｗａ（ｇ）］／吸水性樹脂の質量（ｇ）
　＜食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）＞
　特表平９－５０９５９１号公報の食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）試験に準じて行った。
　図１に示す装置を用い、容器４０に均一に入れた吸水性樹脂（０．９００ｇ）を人工尿
（１）中で０．３ｐｓｉ（２．０７ｋＰａ）の加圧下、６０分間（食塩水流れ誘導性（Ｓ
ＦＣ）保持率測定の際には１２０分）膨潤させ、ゲル４４のゲル層の高さを記録し、次に
０．３ｐｓｉ（２．０７ｋＰａ）の加圧下、０．６９ｗｔ％塩化ナトリウム水溶液３３を
、一定の静水圧でタンク３１から膨潤したゲル層を通液させた。このＳＦＣ試験は室温（
２０～２５℃）で行った。コンピューターと天秤を用い、時間の関数として２０秒間隔で
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ゲル層を通過する液体量を１０分間記録した。膨潤したゲル４４（の主に粒子間）を通過
する流速Ｆｓ（ｔ）は増加質量（ｇ）を増加時間（ｓ）で割ることによりｇ／ｓの単位で
決定した。一定の静水圧と安定した流速が得られた時間をｔｓとし、ｔｓと１０分間の間
に得たデータだけを流速計算に使用して、ｔｓと１０分間の間に得た流速を使用してＦｓ

（ｔ＝０）の値、つまりゲル層を通る最初の流速を計算した。Ｆｓ（ｔ＝０）はＦｓ（ｔ
）対時間の最小２乗法の結果をｔ＝０に外挿することにより計算した。
【００６８】
　　ＳＦＣ
＝（Ｆｓ（ｔ＝０）×Ｌｏ）／（ρ×Ａ×△Ｐ）
＝（Ｆｓ（ｔ＝０）×Ｌｏ）／１３９５０６
ここで、
Ｆｓ（ｔ＝０）：ｇ／ｓで表した流速
Ｌｏ：ｃｍで表したゲル層の最初の厚さ
ρ：ＮａＣ１溶液の密度（１．００３ｇ／ｃｍ３）
Ａ：セル４１中のゲル層上側の面積（２８．２７ｃｍ２）
△Ｐ：ゲル層にかかる静水圧（４９２０ｄｙｎｅ／ｃｍ２）
　ＳＦＣの単位は、「×１０－７ｃｍ３・ｓ／ｇ」である。
【００６９】
　図１に示す装置としては、タンク３１には、ガラス管３２が挿入されており、ガラス管
３２の下端は、０．６９ｗｔ％塩化ナトリウム水溶液３３をセル４１中の膨潤ゲル４４の
底部から、５ｃｍ上の高さに維持できるように配置した。タンク３１中の０．６９ｗｔ％
塩化ナトリウム水溶液３３は、コック付きＬ字管３４を通じてセル４１へ供給された。セ
ル４１の下には、通過した液を補集する容器４８が配置されており、補集容器４８は上皿
天秤４９の上に設置されていた。セル４１の内径は６ｃｍであり、下部の底面にはＮｏ．
４００ステンレス製金網（目開き３８μｍ）４２が設置されていた。ピストン４６の下部
には液が通過するのに十分な穴４７があり、底部には吸水性樹脂あるいはそれらの膨潤ゲ
ルが、穴４７へ入り込まないように透過性の良いガラスフィルター４５が取り付けてあっ
た。セル４１は、セルを乗せるための台の上に置かれ、セルと接する台の面は、液の透過
を妨げないステンレス製の金網４３の上に設置した。
【００７０】
　人工尿（１）は、塩化カルシウムの２水和物０．２５ｇ、塩化カリウム２．０ｇ、塩化
マグネシウムの６水和物０．５０ｇ、硫酸ナトリウム２．０ｇ、りん酸２水素アンモニウ
ム０．８５ｇ、りん酸水素２アンモニウム０．１５ｇ、および、純水９９４．２５ｇを混
合したものを用いた。
　＜食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）保持率（ＳＦＣ保持率）＞
　前記食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）の測定法において０．３ｐｓｉ（２．０７ｋＰａ）の
加圧下、６０分間膨潤させるところを、かわりに１２０分間膨潤させ、以後同様に測定を
行う。６０分間膨潤後に測定した食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）をＳＦＣ（１ｈｒ）、１２
０分間膨潤後に測定した食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）をＳＦＣ（２ｈｒ）と表記した場合
、ＳＦＣ保持率は以下の式で表される。
【００７１】
　　ＳＦＣ保持率（％）＝［ＳＦＣ（２ｈｒ）／ＳＦＣ（１ｈｒ）］×１００
　＜吸湿ブロッキング率（ＢＲ）＞
　吸水性樹脂２．０ｇを底面の内径５０ｍｍ、高さ１０ｍｍのポリプロピレン製カップの
底に均一に散布し、予め２５℃、相対湿度９０％に調整した恒温恒湿器（タバイエスペッ
ク製、ＰＬＡＴＩＯＯＵＳ　ＬＵＣＩＦＥＲ　ＰＬ－２Ｇ）にすばやく入れ、６０分間放
置した。その後、吸湿した吸水性樹脂を直径７．５ｃｍ、目開き２０００μｍのＪＩＳ標
準ふるいに移し、振動分級器（ＩＩＤＡ　ＳＩＥＶＥ　ＳＨＡＫＥＲ、ＴＹＰＥ：ＥＳ－
６５型、ＳＥＲ．Ｎｏ．０５０１）により５分間ふるい、ふるい上に残存した吸水性樹脂
の質量Ｗ４（ｇ）およびふるいを通過した吸水性樹脂の質量Ｗ５（ｇ）を測定した。なお



(20) JP 5386517 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

、吸水性樹脂を恒温恒湿器から取り出してから質量Ｗ４（ｇ）、Ｗ５（ｇ）を測定するま
での作業を１０分以内で行った。
【００７２】
　次式に従って、吸湿ブロッキング率（ＢＲ）（％）を算出した。
　　吸湿ブロッキング率（ＢＲ）（％）＝［質量Ｗ４（ｇ）／（質量Ｗ４（ｇ）＋質量Ｗ
５（ｇ））］×１００
　吸湿ブロッキング率（ＢＲ）が低いほど、吸湿流動性に優れている。
　＜質量平均粒子径＞
　吸水性樹脂を、目開き８５０μｍ、７１０μｍ、６００μｍ、５００μｍ、４２５μｍ
、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、４５μｍなどのＪＩＳ標準ふるいで節い分けし
、残留百分率Ｒを対数確率紙にプロットした。これにより、Ｒ＝５０ｗｔ％に相当する粒
子径を質量平均粒子径（Ｄ５０）として読み取った。
【００７３】
　質量平均粒子径（Ｄ５０）を測定する際の分級方法は、吸水性樹脂１０．０ｇを、室温
（２０～２５℃）、湿度５０ＲＨ％の条件下で、目開き８５０μｍ、７１０μｍ、６００
μｍ、５００μｍ、４２５μｍ、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、４５μｍのＪＩ
Ｓ標準ふるい（ＴＨＥＩＩＤＡＴＥＳＴＩＮＧＳＩＥＶＥ：径８ｃｍ）に仕込み、振動分
級器（ＩＩＤＡＳＩＥＶＥＳＨＡＫＥＲ、ＴＹＰＥ：ＥＳ－６５型、ＳＥＲ．Ｎｏ．０５
０１）により、５分間、分級を行った。
　＜多価金属原子抽出率＞
　（抽出操作Ａ）
　２６０ｍｌの容量のポリプロピレン製ビーカーに吸水性樹脂１．０ｇを秤取し、抽出液
（Ａ）（生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ水溶液）１９０．０ｇおよび２Ｎの塩酸１０
．０ｇ）を加え、室温下で３０分間攪拌した。攪拌後、上澄み液をクロマトディスク（Ｇ
Ｌクロマトディスク２５Ａ、ジーエルサイエンス株式会社）でろ過し、ろ液をプラズマ発
光分光分析器（堀場製作所製、ＵＬＴＩＭＡ）で分析することにより、多価金属濃度を求
めた。なお、検量線は既知量の多価金属原子を含む抽出液（Ａ）により作成した。求めら
れた多価金属濃度より、吸水性樹脂から抽出される抽出多価金属原子の割合は次式で表さ
れる。
【００７４】
　　抽出多価金属原子（質量％）＝溶液中の多価金属濃度（質量％）×２００
　（抽出操作Ｂ）
　抽出液（Ａ）を抽出液（Ｂ）（生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ水溶液）２００．０
ｇ）に変更して、抽出操作Ａと同様の操作を行った。
　抽出操作Ａおよび抽出操作Ｂの結果を比較し、抽出多価金属原子（質量％）の大きい方
の結果を採用することとし、採用した抽出多価金属原子（質量％）から、次式に従って、
多価金属原子抽出率を求めた。
　　多価金属原子抽出率（質量％）＝［抽出多価金属原子（質量％）／吸水性樹脂中の多
価金属原子（質量％）］×１００
　なお、吸水性樹脂中の多価金属原子（質量％）は次式で求められる。
【００７５】
　　吸水性樹脂中の多価金属原子（質量％）＝［吸水性樹脂中の多価金属原子量（ｇ）／
吸水性樹脂量（ｇ）］×１００
　吸水性樹脂中の多価金属原子量（ｇ）は、例えば、蛍光Ｘ線、原子吸光光度法、プラズ
マ発光分光分析等の公知の方法で測定される。
　＜Ａｒイオン放電研磨およびＥＳＣＡによる表面多価金属濃度測定＞
　この測定は、Ａｒイオン放電研磨（以下、スパッタと略することがある）により、吸水
性樹脂表面をごくわずかに削っていき、その面の多価金属原子濃度をＥＳＣＡにより定量
するものである。これにより、吸水性樹脂表面の深さ方向の多価金属原子の濃度分布が明
らかとなる。
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【００７６】
　装置は、ＪＥＯＬ製のＪＰＳ－９０００ＭＸを用いた。
　以下に測定方法の詳細を示す。
　約６ｃｍ×１ｃｍの長方形の試料台に導電性テープを約１ｃｍ角に切断して貼り、その
上に吸水性樹脂を約０．２ｇ散布した。テープに接着しなかった吸水性樹脂を窒素ガスで
吹き飛ばし、目視で隙間がほとんどなくなる程度に、吸水性樹脂をテープ状に固定した。
この試料台を予備排気室に入れ、１６時間予備排気した。
　試料をＥＳＣＡ測定用の試料室に移動し、検出したい元素に応じて調整された条件（例
えば、励起Ｘ線源としてＭｇのＫα線を用い、加速電圧１０ｋＶ、エミッション電流１０
ｍＡ、検出器のパスエネルギー１０ｅＶ、エネルギー掃引間隔０．１ｅＶに設定し、内殻
準位をＺｒでは、３ｄ５／２に帰属されるピークを含む１７６～１９７ｅＶ、炭素では１
ｓに帰属されるピークを含む２８０～３０１ｅＶの範囲に設定した。）で目的の多価金属
原子と炭素原子につき、それぞれ１０回スキャンを繰り返して光電子スペクトルを得た。
バックグランド補正（Ｓｈｉｒｌｅｙ法で実施）を行ったスペクトルから得られる面積値
（ｅＶ＊ｃｐｓ）を対象に、装置付属の解析ソフトに備わった相対感度因子を用いて、定
量補正計算を行い、各元素の値を算出した。これらの値から、スパッタ時間０秒の多価金
属原子／炭素比率を計算した。多価金属原子／炭素比率は以下の式で計算される。
【００７７】
　多価金属原子／炭素比率＝（目的の多価金属原子の値）／（炭素原子の値）
　次に、試料を予備排気室に移動し、熱陰極電子衝撃型（カウフマン型）イオンガン（イ
オンビーム電流５０ｍＡ、イオンビーム径１．５ｍｍ）を用いて、Ａｒイオンの加速電圧
５００Ｖ、加速電流８．５ｍＡ、Ａｒガス圧は３×１０－２Ｐａの条件で、スパッタを３
秒行った。Ａｒガスを排気後、試料を測定用の試料室に移動し、前記と同様の条件でＥＳ
ＣＡ測定し、スパッタ時間３秒の多価金属原子／炭素比率を計算した。
　再び、試料を予備排気室に移動し、前記と同様の条件でスパッタを２０秒行った。Ａｒ
ガスを排気後、試料を測定用の試料室に移動し、前記と同様の条件でＥＳＣＡ測定し、ス
パッタ時間２３秒の多価金属原子／炭素比率を計算した。
【００７８】
　以下、同様に、さらにスパッタを６０秒間、１２０秒間、３００秒間行い、それぞれス
パッタ時間８３秒、２０３秒、５０３秒の多価金属原子／炭素比率を計算した（スパッタ
時間は任意に設定できる）。
　〔参考例１〕
　シグマ型羽根を２本有する内容積１０リットルのジャケット付きステンレス型双腕型ニ
ーダーに蓋を付けて形成した反応器中で、７１．３モル％の中和率を有するアクリル酸ナ
トリウムの水溶液５４３８ｇ（単量体濃度３９ｗｔ％）にポリエチレングリコールジアク
リレート１１．７ｇ（０．１０モル％）を溶解させて反応液とした。次に、この反応液か
ら溶存酸素を窒素ガス雰囲気下で３０分間除去した。続いて、反応液に１０ｗｔ％過硫酸
ナトリウム水溶液２９．３４ｇおよび０．１ｗｔ％Ｌ－アスコルビン酸水溶液２４．４５
ｇを撹押しながら添加したところ、およそ１分後に重合が開始した。そして、生成したゲ
ルを粉砕しながら、２０～９５℃で重合を行い、重合が開始して３０分後に含水ゲル状架
橋重合体を取り出した。得られた含水ゲル状架橋重合体は、その径が約５ｍｍ以下に細分
化されていた。この細分化された含水ゲル状架橋重合体を５０メッシュ（目開き３００μ
ｍ）の金網上に広げ、１８０℃で４０分間熱風乾燥した。このようにして、不定形で、容
易に粉砕される粒子状や粉末状や粒子状乾燥物凝集体の吸水性樹脂（Ａ）を得た。得られ
た吸水性樹脂（Ａ）をロールミルを用いて粉砕し、さらに目開き８５０μｍのＪＩＳ標準
節で分級した。次に、前記の操作で８５０μｍを通過した粒子を目開き１５０μｍのＪＩ
Ｓ標準飾で分級することで、目開き１５０μｍのＪＩＳ標準節を通過した吸水性樹脂を除
去した。このようにして粒子状の吸水性樹脂（Ａ１）を得た。また、同様に得られた吸水
性樹脂（Ａ）をロールミルを用いて粉砕し、さらに目開き７１０μｍのＪＩＳ標準飾で分
級した。次に、前記の操作で７１０μｍを通過した粒子を目開き１５０μｍのＪＩＳ標準
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節で分級することで、目開き１５０μｍのＪＩＳ標準飾を通過した吸水性樹脂粒子を除去
した。このようにして粒子状の吸水性樹脂（Ａ２）を得た。また、同様に得られた吸水性
樹脂（Ａ）をロールミルを用いて粉砕し、さらに目開き６００μｍのＪＩＳ標準飾で分級
した。次に、前記の操作で６００μｍを通過した粒子を目開き１５０μｍのＪ１Ｓ標準節
で分級することで、目開き１５０μｍのＪＩＳ標準飾を通過した吸水性樹脂粒子を除去し
た。このようにして粒子状の吸水性樹脂（Ａ３）を得た。
【００７９】
　〔実施例１〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ１）１００ｇにエチレングリコール１．０ｇ、純水
３．０ｇ、Ｂａｃｏｔｅ２０（炭酸ジルコニウムアンモニウム、酸化ジルコニウム分とし
て２０ｗｔ％の水溶液、ＭＥＬｃｈｅｍｉｃａｌｓ製）１．０ｇの混合液からなる表面処
理剤を均一に混合した後、混合物をモルタルミキサー中で撹拌しながら１８０℃で３０分
間加熱処理した。さらに、その粒子を目開き８５０μｍのＪＩＳ標準飾を通過するまで解
砕し、吸水性樹脂（１）を得た。吸水性樹脂（１）の諸物性を測定した結果を表１に示し
た。
【００８０】
　〔比較例１〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ１）１００ｇにエチレングリコール１．０ｇ、純水
３．０ｇ、硫酸アルミニウム１４水和物０．５ｇの混合液からなる表面処理剤を均一に混
合した後、混合物をモルタルミキサー中で撹拌しながら１８０℃で３０分間加熱処理した
。さらに、その粒子を目開き８５０μｍのＪ１Ｓ標準飾を通過するまで解砕し、吸水性樹
脂（ｃ１）を得た。吸水性樹脂（ｃ１）の諸物性を測定した結果を表１に示した。
　〔比較例２〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ１）３０ｇにエチレングリコール３．６ｇを均一に
混合した。その後、炭酸ジルコニウムアンモニウム水溶液（酸化ジルコニウム分として１
３．１ｗｔ％の水溶液）７．２ｇを均一に混合した後、混合物を１００℃で６０分間加熱
処理した。さらに、その粒子を目開き８５０μｍのＪＩＳ標準飾を通過するまで解砕し、
吸水性樹脂（ｃ２）を得た。吸水性樹脂（ｃ２）の諸物性を測定した結果を表１に示した
。
【００８１】
　〔比較例３〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ１）１００ｇにエチレングリコール１０ｇ、純水３
０ｇの混合液からなる表面処理剤を均一に混合した後、混合物をモルタルミキサー中で撹
拌しながら１８０℃で３０分間加熱処理した。さらに、その粒子を目開き８５０μｍのＪ
ＩＳ標準節を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（ｃ３）を得た。吸水性樹脂（ｃ３）の諸
物性を測定した結果を表１に示した。
【００８２】
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【表１】

【００８３】
　〔実施例２〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ２）１００ｇに炭酸エチレン０．７ｇ、純水２．２
ｇ、酢酸ジルコニウム水溶液（酸化ジルコニウム分として３０ｗｔ％の水溶液）１．０ｇ
の混合液からなる表面処理剤を均一に混合した後、混合物をモルタルミキサー中で撹拌し
ながら１８０℃で３０分間加熱処理した。さらに、その粒子を目開き７１０μｍのＪＩＳ
標準節を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（２）を得た。吸水性樹脂（２）の諸物性を測
定した結果を表２に示した。
　〔比較例４〕
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　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ２）１００ｇに炭酸エチレン０．７ｇ、純水２．２
ｇ、硫酸アルミニウム１８水和物０．８ｇの混合液からなる表面処理剤を均一に混合した
後、混合物をモルタルミキサー中で撹拌しながら１８０℃で３０分間加熱処理した。さら
に、その粒子を目開き７１０μｍのＪＩＳ標準飾を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（ｃ
４）を得た。吸水性樹脂（ｃ４）の諸物性を測定した結果を表２に示した。
【００８４】
【表２】

【００８５】
　〔実施例３〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ３）１００ｇに１，４－ブタンジオール０．３ｇ、
プロピレングリコール０．５ｇ、純水０．７７ｇ、Ｂａｃｏｔｅ２０（炭酸ジルコニウム



(25) JP 5386517 B2 2014.1.15

10

20

アンモ＝ウム、酸化ジルコニウム分として２０ｗｔ％の水溶液、ＭＥＬｃｈｃｍｉｃａｌ
ｓ製）１．０ｇの混合液からなる表面処理剤を均一に混合した後、混合物をモルタルミキ
サー中で撹拌しながら１８０℃で３５分間加熱処理した。さらに、その粒子を目開き６０
０μｍのＪＩＳ標準飾を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（３）を得た。吸水性樹脂（３
）の諸物性を測定した結果を表３に示した。
【００８６】
　〔実施例４〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ３）１００ｇに１，４－ブタンジオール０．３ｇ、
プロピレングリコール０．５ｇ、純水２．５ｇ、Ｚｉｒｍｅｌ１０００（炭酸ジルコニウ
ムカリウム、酸化ジルコニウム分として２０ｗｔ％の水溶液、ＭＥＬｃｈｅｍｉｃａｌｓ
製）１．０ｇの混合液からなる表面処理剤を均一に混合した後、混合物をモルタルミキサ
ー中で撹拌しながら１８０℃で３５分間加熱処理した。さらに、その粒子を目開き６００
μｍのＪＩＳ標準節を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（４）を得た。吸水性樹脂（４）
の諸物性を測定した結果を表３に示した。
【００８７】
　〔比較例５〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ３）１００ｇに１，４－ブタンジオール０．３ｇ、
プロピレングリコール０．５ｇ、純水２．５ｇ、塩化アルミニウム６水和物０．５ｇの混
合液からなる表面処理剤を均一に混合した後、混合物をモルタルミキサー中で撹拌しなが
ら１８０℃で３５分間加熱処理した。さらに、その粒子を目開き６００μｍのＪＩＳ標準
節を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（ｃ５）を得た。吸水性樹脂（ｃ５）の諸物性を測
定した結果を表３に示した。
　〔比較例６〕
　参考例１で得られた吸水性樹脂（Ａ３）１００ｇに１，４－ブタンジオール０．３ｇ、
プロピレングリコール０．５ｇ、純水２．５ｇの混合液からなる表面処理剤を均一に混合
した後、混合物をモルタルミキサー中で撹拌しながら１８０℃で３５分間加熱処理した。
さらに、その粒子を目開き６００μｍのＪＩＳ標準飾を通過するまで解砕し、吸水性樹脂
（ｃ６）を得た。吸水性樹脂（ｃ６）の諸物性を測定した結果を表３に示した。
【００８８】
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【表３】

【００８９】
　〔実施例５〕
　比較例６で得られた吸水性樹脂（ｃ６）１００ｇに酢酸ジルコニウム水溶液（酸化ジル
コニウム分として３０ｗｔ％の水溶液）２．０ｇを均一に混合した後、混合物を１００℃
で２０分間乾燥した。さらに、その粒子を目開き６００μｍのＪＩＳ標準節を通過するま
で解砕し、吸水性樹脂（５）を得た。吸水性樹脂（５）の諸物性を測定した結果を表４に
示した。
　〔実施例６〕
　比較例６で得られた吸水性樹脂（ｃ６）１００ｇにＢａｃｏｔｅ２０（炭酸ジルコニウ
ムアンモニウム、酸化ジルコニウム分として２０ｗｔ％の水溶液、ＭＥＬｃｈｅｍｉｃａ
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その粒子を目開き６００μｍのＪＩＳ標準節を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（６）を
得た。吸水性樹脂（６）の諸物性を測定した結果を表４に示した。
【００９０】
　〔実施例７〕
　比較例６で得られた吸水性樹脂（ｃ６）１００ｇにＺｉｒｍｅｌ１０００（炭酸ジルコ
ニウムカリウム、酸化ジルコニウム分として２０ｗｔ％の水溶液、ＭＥＬｃｈｅｍｉｃａ
ｌｓ製）２．０ｇを均一に混合した後、混合物を１００℃で２０分間乾燥した。さらに、
その粒子を目開き６００μｍのＪＩＳ標準篩を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（７）を
得た。吸水性樹脂（７）の諸物性を測定した結果を表４に示した。
　また、吸水性樹脂（７）および吸水性樹脂（ｃ６）の、Ａｒイオン放電研磨およびＥＳ
ＣＡによる表面多価金属濃度測定によるスパッタ時間と多価金属（Ｚｒ）原子／炭素比率
を表５に示した。
【００９１】
　図２に、吸水性樹脂（７）のＡｒイオン放電研磨およびＥＳＣＡによる表面多価金属濃
度測定によるスパッタ時間と多価金属（Ｚｒ）原子／炭素比率の関係を示した。横軸はス
パッタ時間、縦軸は多価金属（Ｚｒ）原子／炭素比率である。スパッタ時間が長くなるほ
ど（吸水性樹脂の内部であればあるほど）、多価金属（Ｚｒ）原子／炭素比率が低下して
いくことがわかる。
　〔比較例７〕
　比較例６で得られた吸水性樹脂（ｃ６）１００ｇに硫酸アルミニウム１８水和物水溶液
（硫酸アルミニウム１８水和物として２０ｗｔ％の水溶液）２．０ｇを均一に混合した後
、混合物を１００℃で２０分間乾燥した。さらに、その粒子を目開き６００μｍのＪＩＳ
標準飾を通過するまで解砕し、吸水性樹脂（ｃ７）を得た。吸水性樹脂（ｃ７）の諸物性
を測定した結果を表４に示した。
【００９２】
【表４】

【００９３】
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【表５】

【００９４】
　〔吸湿ブロッキング率（ＢＲ）の評価〕
　参考例１、実施例１～４、比較例１～６で得られた吸水性樹脂（Ａ）、（１）～（４）
、（ｃ１）～（ｃ６）について、吸湿ブロッキング率（ＢＲ）を測定した。結果を表６に
示した。
【００９５】

【表６】

【００９６】
　〔多価金属原子抽出率の評価〕
　実施例１～６、比較例１、４、５、７で得られた吸水性樹脂（１）～（６）、（ｃ１）
、（ｃ４）、（ｃ５）、（ｃ７）について、多価金属原子抽出率を測定した。結果を表７
に示した。
【００９７】
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【表７】

【産業上の利用可能性】
【００９８】
　本発明の吸水性樹脂は、例えば、紙おむつ、生理用ナプキン、失禁パッドおよび医療用
パッド等の衛生材料に好適に使用される。
　本発明の製造方法は、上記本発明の吸水性樹脂の製造に好ましく用いることができる。
【符号の説明】
【００９９】
３１  タンク
３２  ガラス管
３３  ０．６９質量％塩化ナトリウム水溶液
３４  コック付きＬ字管
３５  コック
４０  容器
４１  セル
４２  ステンレス製金網
４３  ステンレス製金網
４４  膨潤ゲル
４５  ガラスフィルター
４６  ピストン
４７  ピストン中の穴
４８  補集容器
４９  上皿天秤
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